ショウヒゼイ セイド ニ オケル インボイス ホウシキ ドウニュウ ノ テイゲン カテイ シュウリョウシャ ノ ユウシュウ ロンブン トクシュウ ゲンダイ シャカイ ニ オケル キョウイク モンダイ by 依田  文人 et al.
消費税制度におけるインボイス方式導入の提言 (課
程修了者の優秀論文) (<特集>現代社会における教
育問題)
著者名(日) 依田  文人
雑誌名 社会科学研究
巻 30
ページ 129-167
発行年 2010-02-15
URL http://id.nii.ac.jp/1188/00000238/
消費税制度における
インボイス方式導入の提言
依 田 文 人
はじめに
平成元年に導入された消費税制度も２０年目の節目を迎えた。国税庁の
租税及び印紙収入決算額調によると，平成１８年度のわが国の租税及び印
紙収入のうち，消費税の占める割合は約２１％（消費税決算額１０，４６３，３３１百万
円／決算額一般会計分合計４９，０６９，０５２百万円≒２１．３％）であった。来るべき少
子高齢化社会に向けた社会保障費の増大等への対応策として安定的な税
収確保の点から考えても，消費税の重要性は高まりつつあるといえる。
しかし，消費税制度においては，その導入をし易くするために様々な
事務的負担の軽減を施してきた。それ故に，消費税制度は導入当初か
ら，いくつかの構造上の欠陥を孕んでいた。これらの欠陥を生じる大き
な要因となったのは，わが国の消費税制度においてインボイス方式を採
用せず，帳簿方式を採用したことにある。
わが国の消費税の納付税額の計算は，売上に係る消費税額から仕入に
係る消費税額を控除して算定する。そして帳簿方式とは，実際の税負担
の有無にかかわらず，各事業者が自らの帳簿記録に基づき，消費税額を
算定する仕組みである。帳簿方式による問題が顕著に顕れるのは，事務
的軽減策の一つである免税点制度と結びついた場合である。すなわち，
商取引の中途段階において免税事業者が介在した場合である。免税事業
者は消費税の納税義務が免除されており，免税事業者から仕入を行う場
１２９
合には，通常，その仕入金額には消費税が上乗せ転嫁されていない，と
考えられる。しかしながら，帳簿方式においては，仕入金額に含まれる
実際の消費税の負担の有無にかかわらず，仕入金額の中に消費税が含ま
れるものとみなして，仕入に係る消費税額を計算する。したがって，実
際の消費税の負担以上に仕入に係る消費税額が過大に計算される結果，
納付税額が過小となり，消費税が事業者の手元に残る，いわゆる益税と
呼ばれる現象の要因となっている。
消費税制度は，納税義務者である事業者はもとより，最終負担者であ
る消費者からの信頼性があってこそ成立する税制である。したがって，
消費者自らが支払った消費税が国庫に納付されず，事業者の利益を構成
するような益税の存在は，消費税制度への不信感を増大させ，将来予想
される税率の引き上げ等への大きな障害となろう。したがって，税率引
き上げの前に，この問題を解決しておく必要がある。
これに対し，EU諸国においては，インボイスと呼ばれる税額を明示
した書類を取引において交付している。そして，そのインボイスに表記
された税額を積算することにより，仕入に係る消費税額を算定するイン
ボイス方式が付加価値税制度において採用されている。インボイス方式
では，実際に負担した消費税のみを仕入に係る税額として控除すること
から益税が生じない。さらに，インボイスを通じて，売り手は税額の転
嫁が明確となり，買い手は仕入に係る消費税額の控除が可能となる。こ
のことから，副次的効果として相互牽制作用が働き，脱税への歯止めが
かかる，といった効果が期待できる。
さらに，EU諸国では，インボイスの発行が消費税の納税義務のある
課税事業者にのみ認められている。したがって，インボイス方式をわが
国に導入した場合，免税事業者が取引から排除されやすい，という問題
や，その発行に伴う事務負担の増大という問題が考えられる。
そこで，本稿では，わが国の現行の消費税制度における問題点を明ら
かにし，その解決策としてインボイス方式を取り上げる。そして，その
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特徴を踏まえ，わが国の消費税制度におけるインボイス方式導入の検討
を行うとともに，導入のあり方について考察を行う。
Ⅰ．消費税の仕組み及びインボイス方式の概要
ここでは，消費税の基本的仕組みについて説明する。具体的には，わ
が国の消費税制度の概略を説明し，詳細な説明は，Ⅱ．にて行う。
次に，インボイス方式の概説として，その意義と特徴を概観する。ま
た，インボイスの果たす役割と，インボイスの機能的効果を挙げる。
１．消費税の仕組み
わが国の消費税は，商品や製品などの資産の販売，サービスの提供な
どによる売上に係る消費税額から，商品や製品その他の仕入に係る消費
税額を控除して納付税額を計算する。算式で表せば，次のとおりとな
る。
（納付税額）＝（売上に係る税額）－（仕入に係る税額）
現実の経済取引を単純化して，消費者が消費税を負担するまでの流れ
を示したものが図表１である。図表１を用いて説明する。まず，材料生
産業者が完成品製造業者へ，本体価格２０，０００円の原材料を販売する。販
売時に，原材料生産業者は完成品製造業者に対し，１，０００円の消費税を
転嫁する。原材料生産業者は，この１，０００円を納税する。
続いて，完成品製造業者が卸売業者へ，本体価格５０，０００円の製品を販
売する。販売時に，完成品製造業者は卸売業者に対し，２，５００円の消費
税を転嫁する。製造業者は，この２，５００円から仕入れの時に転嫁され，
支払った１，０００円の消費税を控除した１，５００円を納税する。
以下同様に，卸売業者は，小売業者に転嫁した３，５００円から２，５００円を
控除した１，０００円を納税する。小売業者は，消費者に転嫁した５，０００円か
ら３，５００円を控除した１，５００円を納税する。このように，各事業者は売上
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図表１ （単位：円）
先に対して，その本体価格に消費税を転嫁させて販売を行い，売上に係
る税額から仕入に係る税額を控除し，その控除後の消費税を各事業者が
納税する。
そして，各事業者が納税した消費税の納付税額の合計５，０００円と消費
者が最終的に商品を購入した価格１０５，０００円の内，負担した消費税５，０００
円とが一致する。つまり，消費税は転嫁が予定されている税であり，こ
の転嫁が適正になされることによって，納税義務者である各事業者が納
税した消費税の合計額と消費者が物品の購入やサービスの提供を受けた
時に負担する消費税とが一致する。
２．インボイス方式の概要
（１）インボイスの意義と特徴
インボイス（invoice）とは，直訳すると仕切り状，送り状，請求書の
ことをいう
（１）
。しかし，インボイス方式でいうインボイスとは，仕入に係
る税額の控除が認められるために必要なインボイスのことである
（２）
。ここ
で，日本の請求書とイギリスのインボイスの例を図表２に図示した。イ
ンボイスは，法定記載事項が記載されておればよい。また，その様式が
特定されているわけではない。
また，「インボイスは消費課税のために考案された書式ではなく，
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図表２ 日本の請求書とイギリスのインボイスの例
（４）
ヨーロッパにおける商慣習として古くから用いられており，それを消費
税の仕入税額控除のために利用したものである
（３）
。」
図表２で両者を比較してみると，取引日，販売先及び仕入先の名称，
品名，数量及び単価，税抜金額，税率，税額，税込金額については両者
とも共通して表記されている。両者の明確な違いとして，まず一つは，
インボイスについては，税務署長から付与された登録事業者番号（図表
２では，VAT Reg．No．９８７６５４３２１と表示されている）が明示されている点があ
げられる。つまり，インボイスは，消費税の課税事業者が登録申請を行
い，その申請に基づき税務署長から登録事業者番号が付与され，その登
録事業者番号をインボイスに表示するため，免税事業者はインボイスを
発行することができない
（５）
。したがって，免税事業者から仕入を行った事
業者は，負担した税額が記載されたインボイスがないため，仕入税額控
除はできない
（６）
。
次に，日本の請求書は，税額の記載が法的に義務づけられていないこ
とから明示しなくてもよい。一方で，インボイスは，税額が要記載事項
（７）
であり，明示されていない場合は不適格なインボイスとされ，仕入税額
控除が認められない点が異なっている
（８）
。つまり，インボイスは法定記載
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要件をすべて具備したものが有効であり，その意味からも形式的要件が
厳格に適用されていると考えられる。
したがって，インボイスは，「前段階税額控除方式を採る付加価値税
制度の根幹的な部分である仕入税額控除を支えるもの
（９）
」であり，また逆
に仕入税額控除を認めるためには，法定されている厳格な記載要件をク
リアし，取引の前段階で納付される税額を明示する必要性があるから，
その手段としてインボイスが使われているといえよう。
（２）インボイス方式の仕組み
EU諸国で採用されている付加価値税
（１０）
においては，各事業者の売上に
係る税額からその事業者が仕入の際に負担した消費税，すなわち，仕入
に係る税額を控除して付加価値税額を算定する前段階税額控除方式が採
用されている。この仕入に係る税額を算定する際に，各事業者は，仕入
先から交付されたインボイスに基づき，表記された税額を積算する。こ
のことから，この方法は，インボイス方式と呼ばれる。
免税事業者からの仕入については，インボイスが発行されないことか
ら，仕入税額控除ができない。そのため，免税事業者から仕入を行う事
業者は，仕入に係る税額を控除できず，自らが負担することとなる。そ
こで，免税事業者が取引から排除されやすい，といった問題が惹起され
る。
（３）インボイスの役割と機能的効果
インボイスの主な役割は，一つには，課税事業者から仕入を行った事
業者の仕入に係る税額を控除するための証憑書類となるものである。ま
た，これにより，負担した消費税が客観的に明確になるという効果をも
つ。二つには，税額の転嫁を明確にすることにより，インボイスを通じ
て消費税の納税義務が明確となり，消費税の適切な納税に資するという
効果をもつ。なぜならば，帳簿方式では，消費税算定のための帳簿記録
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の真実性や適正性，正確性が帳簿記録を行う者自身の行為に委ねられ
る。一方で，インボイス方式では消費税の算定はインボイスそのものに
委ねられるので，その真実性や客観性において優れているといえるから
である
（１１）
。
さらに，インボイスは，次のような効果を生み出す。第一に，事業者
間で税の転嫁に関して相互チェック機能が働き，その結果，脱税に対す
る牽制効果が生じる
（１２）
。仮に消費税を脱税するには，売上に係る税額を意
図的に減少させるか，仕入に係る税額を水増しするかのどちらかであ
る。ところが，インボイス方式では，前者の場合には，仕入先からは正
しい金額を記載したインボイスを要求され，後者の場合には，販売先か
らは自らが支払った正しい金額が記載されたインボイスしか手に入らな
い
（１３）
。したがって，「インボイスによって仕入に係る税額の計算の正確性
が担保され
（１４）
」，税額が正確に転嫁される。
第二に，「取引の都度，インボイスの発行が義務付けられているた
め，免税措置を設けたり，複数税率を採用したりするのに比較的弾力的
に対処できる
（１５）
」ことである。この点は，逆に現行の帳簿方式を考えれば
理解しやすい。すなわち，複数税率の下で，仕入に係る税額を算定する
ためには，帳簿方式では，その税率毎に区分して記帳，集計することが
要求され，事務負担が煩雑になる。一方でインボイスを用いれば，そこ
に記載された税額を積算すれば仕入に係る税額を容易に算定できること
から，複数税率への対処がしやすくなる。
第三に，インボイスによって，「免税事業者になるインセンティブを
失う
（１６）
」という効果が生じる。これは，免税事業者はインボイスを発行す
ることができないため，取引において次段階の取引先から排除される可
能性が高くなることから，自ら課税事業者になることを選択しようとす
る誘因が働くということである。後述するが，帳簿方式では免税事業者
からの仕入についても次段階の取引先において仕入税額控除が可能とな
ることから，取引排除の問題は生じない。これらのことから，インボイ
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スはその制度上，課税事業者になることを選択させようとする効果が生
じる。
Ⅱ．現行消費税制度の仕組み及び問題点
ここでは，現行消費税制度の仕組み，具体的には，消費税における納
税義務者及び仕入税額控除について説明する。次に，小規模零細事業者
に対する措置について述べる。消費税は，原則としてすべての事業者に
対して課税するべきであるが，その例外措置として免税点制度および簡
易課税制度がある。それぞれの制度の内容について説明を行う。
続いて，上記の制度をふまえて現行の消費税制度において，いかなる
問題が生じているか，について見てゆく。具体的には，益税の問題，転
嫁の問題，帳簿記載の問題に分けて概説する。
１．現行消費税制度の仕組み
（１）納税義務者
納税義務者は，国内取引と輸入取引に分けられる。国内取引について
は，「課税資産の譲渡等を行った事業者」（消費税法（以下「法」という）５
条１項）である。すなわち，国内取引においては，消費者は物品の購入
やサービスを享受する時において消費税を負担はするが，消費税を国に
納税する義務を負うのは，あくまで消費税が課税される取引を行った事
業者である。なお，小規模零細事業者は，納税義務が免除されるが，こ
れについては，「（３）小規模零細事業者に対する措置」の箇所で述べる
こととする。
輸入取引については，「外国貨物を保税地域から引き取る者」（法５条
２項）である。したがって，輸入取引については事業者だけでなく，消
費者たる個人
（１７）
も納税義務者となることがある。
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（２）仕入税額控除
消費税の納付税額につき，売上に係る消費税額から仕入に係る消費税
額を控除して算定することは，Ⅰ．で既に述べた。この控除を，「仕入
税額控除」と呼ぶ。「仕入税額控除は，取引の各段階で税額が累積され
ることなく，最終消費者へ税額を転嫁するための重要な制度であり
（１８）
」，
これがあることによって，「消費税は付加価値税の性質をもちうるから
である
（１９）
。」消費税法では，仕入税額控除の方法として，実額による控除
（本則課税制度）と概算による控除（簡易課税制度）を規定しているが，簡
易課税制度については，「（３）小規模零細事業者に対する措置」で述べ
る。
実額による控除については，「課税事業者は，一定の課税期間におけ
る売上に係る消費税額から，その期間中に国内において行った課税仕入
に係る消費税額及びその期間中に保税地域から引き取った課税貨物に係
る消費税額の合計額（以下「仕入に係る税額」という）を控除する」（法３０条
１項）旨規定されている。
ここで，課税仕入とは，「事業者が，事業として他の者から資産を譲
り受け，若しくは借り受け，又は役務の提供を受けることをいい，当該
他の者が事業として当該資産を譲り渡し，若しくは貸し付け，又は当該
役務の提供をしたとした場合に課税資産の譲渡等に該当することとなる
もの（免税の規定により消費税が免除されるものを除く）」（法２条１項１２号）と
定義されている。この定義によれば，仕入税額控除の取引の相手先は，
「…他の者から…」とされていることから，課税事業者であるかどうか
を問わず，免税事業者や消費者からの仕入であっても仕入税額控除が認
められていることを意味する。
なお，仕入税額控除を受けるためには，事業者が課税期間中の課税仕
入れ等の税額の控除に係る帳簿及び請求書等の保存をすることが要件と
され（法３０条７項），さらに，その記載内容も詳細に規定されており
（２０）
（法
３０条８～９項），厳格な要件が定められている。
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（３）小規模零細事業者に対する措置
消費税の原則的な取り扱いについては，（１）及び（２）で述べたと
ころであるが，小規模零細事業者に対しては，納税事務負担の軽減や税
務執行上の配慮からいくつかの特例規定が設けられている。その代表的
な措置として，免税点制度と簡易課税制度を取り上げる。なお，限界控
除制度についても小規模零細事業者に対する措置といえるが，現行の消
費税法においては廃止されているため，説明を割愛する。
イ 免税点制度
免税点制度とは，基準期間における課税売上高
（２１）
が１千万円以下（改正
前の平成１６年３月３１日以前に開始する事業年度においては３千万円以下）の事業者
は，国内取引に係る消費税の納税義務が免除され，免税事業者になると
いうものである（法９条１項）。免税事業者は，その期間中に課税対象と
なる取引を行っても課税されないが，仕入れに係る税額の控除や還付を
受けることもできない（法３０条１項）。
ただし，一定の場合
（２２）
などは，税務署に一定の事項を記載した課税事業
者となる旨の届出書を提出することにより，課税事業者となることを選
択することができる。
ロ 簡易課税制度
簡易課税制度とは，基準期間における課税売上高が５千万円以下の事
業者が選択適用できる制度である
（２３）
。その内容は，仕入に係る税額を実額
による計算方法によらず，売上に係る税額に法定のみなし仕入率を乗じ
た金額を仕入に係る税額とみなし，これを売上に係る税額から控除して
納付税額を算出する計算方式である。「この方式は，仕入税額に関する
複雑な会計処理や計算の必要なしに課税売上税額のみから税額を算出で
きるものであるため，簡易課税制度と呼ばれている
（２４）
。」みなし仕入率
は，図表３のとおりである
（２５）
。
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２．現行消費税の諸問題
（１）益税の問題
イ 免税点制度による益税の問題
免税事業者は，消費税の納税義務が免除される反面，仕入に係る税額
の控除ができない。そこで，免税事業者は，仕入に係る税額は自らの利
益の中から負担するか，その税額につき次段階の取引先に転嫁すること
となる。免税事業者といえども消費税導入前と同額の利益を確保するた
めに，仕入に係る税額分のみを売上金額に含めて次段階の取引先へ転嫁
させることは，やむを得ない
（２７）
。
しかしながら，課税事業者は消費税を上乗せ転嫁して販売しており，
この販売条件は課税事業者も免税事業者も変わらない。そして，免税事
業者が仕入に係る税額分を超えて消費税を上乗せ転嫁するケース（過大
転嫁であり，便乗値上げ）により，益税が生じる。
ここでいう益税とは，「消費者が事業者に対して支払った消費税額相
図表３ 簡易課税制度におけるみなし仕入率の区分
（２６）
事業区分
みなし
仕入率
事業の種類と定義
第１種事業 ９０％
卸売業（他の者から購入した商品をその性質及び形状を変更
しないで他の事業者に対して販売する事業）
第２種事業 ８０％
小売業（他の者から購入した商品をその性質及び形状を変更
しないで販売する事業で第１種事業以外のもの）
第３種事業 ７０％
農業，林業，漁業，鉱業，建設業，製造業（製造小売業を含
む），電気業，ガス業，熱供給業及び水道業をいい，加工賃
その他これに類する料金を対価とする役務の提供を行う事業
を除く。
第４種事業 ６０％
第１種事業から第３種事業及び第５種事業以外の事業をい
い，具体的には飲食店業，金融・保険業等が該当する。
第５種事業 ５０％
不動産業，運輸通信業，サービス業（飲食店業を除く）をい
う。
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図表４ （単位：円）
当額のすべてが国庫に納入されないで，その一部が事業者の手元にとど
まる（国庫不入
（２８）
）」ことをいう。そこで，具体的に益税が生ずるケースを
図表４で見る。なお，取引の経路や金額については，図表１と同経路，
同額の数値を用いている。
図表４において卸売業者を免税事業者として考えてみる。卸売業者
は，売上に係る税額が３，５００円，仕入に係る税額が２，５００円である。差引
１，０００円分の消費税については，免税事業者なので国に納税する必要は
なく，卸売業者の手元に残る。したがって，消費者が負担した消費税
５，０００円のうち，各事業者が国に納税した金額の合計は４，０００円となり，
差額の１，０００円は国に納税されず，卸売業者の手元に残る。これが益税
発生の一つの例である。
さらに，上記のように取引の中途段階において免税事業者が介在した
場合には，免税事業者自身のみならず，その免税事業者から仕入を行う
事業者にも益税が生じる。以下でそれを概説する。
まず，卸売業者が，仮に，自らの仕入に係る消費税２，５００円のみを小
売業者に転嫁し，自身には益税が生じないケースを考える。次に，小売
業者の仕入に係る消費税は，本来，卸売業者から転嫁された２，５００円と
なるはずであるが，現行の帳簿方式では，仕入に係る税額の計算は，自
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図表５ 免税事業者が益税なく転嫁した場合（帳簿方式）
（単位：円）
己の帳簿の記録に基づき税込の仕入金額７２，５００円の中に含まれている消
費税を計算する。そこで，仕入に係る税額は，次のように計算される。
（７２，５００円×５／１０５＝３，４５２円）。
その結果，小売業者の納付税額は，２，５００円ではなく，１，５４８円とな
る。
（５，０００－３，４５２＝１，５４８円：図表５ D参照）。したがって，９５２円の益税が生
ずる。（２，５００－１，５４８＝９５２円）。すなわち，「免税事業者からの仕入につい
ても，仕入税額控除が認められるため，事業者に益税が生ずる
（２９）
」のであ
る。
まとめると，免税点制度による益税には，免税事業者自身による過大
転嫁の結果として免税事業者自身に生じる益税と，免税事業者から仕入
を行う事業者に生じる益税の二つがある。特に，免税事業者からの仕入
による益税現象は，実際の前段階からの税負担いかんを問わず，各事業
者が仕入に係る税額につき，自らの帳簿に基づき計算を行う帳簿方式が
その要因となっている。
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ロ 簡易課税制度による益税の問題
簡易課税制度は，「納税事務の簡素化とコストの軽減のために税額の
算定を容易にして欲しい，という中小企業からの要望に基づいて採用さ
れた措置であり，消費税の導入を容易にし，かつその定着を図ることを
目的としていた
（３０）
。」
簡易課税制度では，仕入に係る税額は実額の計算によらず，売上に係
る税額に法定のみなし仕入率を乗じ，概算的に計算される。したがっ
て，実際の仕入率がみなし仕入率より低い場合は，その仕入率の差に対
して売上に係る税額を乗じた額の益税が生じる
（３１）
。
（２）転嫁の問題
「消費税の負担は最終消費者に帰着することが予定されており，その
ためには税の転嫁がスムーズに行われることが要求される
（３２）
。」
後述するように，インボイス方式では，インボイスに明示されている
税額をもって，売り手は国に納税する消費税が確定し，買い手は，その
確定した消費税を仕入に係る税額として控除できる。つまり，インボイ
スによって，売り手と買い手の税の転嫁をスムーズに行うことが可能と
なり
（３３）
，両者の税の意識が明確になるといえよう。
しかし，現行の帳簿方式では，税額の転嫁は不透明である。なぜなら
ば，帳簿方式では，各事業者が独立して自らの帳簿に基づき仕入に係る
税額を計算するため，売り手から買い手への税額の転嫁という意識は希
薄であり，税の転嫁が曖昧になるからである。また，前述のように現行
の制度では，消費者や免税事業者からの仕入についても仕入税額控除を
認めている。裏を返せば，帳簿方式の場合には，仕入先が課税事業者
か，免税事業者か，をインボイスの有無で判断できないため，これらの
者からの仕入であっても，課税事業者からの仕入と同様に，仕入税額控
除を認めざるを得ないと考えられる。したがって，免税点制度と帳簿方
式の二つの制度により，「前段階で税負担をしていないにもかかわら
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ず，これらからの仕入について税額控除を認めることによって付加価値
税の持つ前段階控除方式を非理論的なものにしているだけでなく，税負
担の公平を阻害している
（３４）
」といえる。
また，現行の帳簿方式で税の転嫁が不明確であれば，小規模事業者が
次段階への売上先に対して経済的力関係（価格支配力）から適正に消費税
を上乗せ転嫁できないという問題が考えられる。
転嫁の状況につき，中小企業庁は，平成１４年にアンケート調査を実施
した
（３５）
。図表６は，その時の調査結果を集計したものを筆者がまとめたも
のである。そして，この調査結果から判明することは，消費税の転嫁は
売上規模の大きな事業者ほど完全な転嫁がしやすく，売上規模の小さな
図表６ 出荷・販売段階での消費税の転嫁状況
（３６）
売上規模
完全な転嫁ができない
（過少転嫁）
益税なし 完全な転嫁ができている
１０００万円以下 ５６．３％ １０．９％ ３２．８％
１０００万円超
１５００万円以下
４９．４％ １３．０％ ３７．５％
１５００万円超
２０００万円以下
４５．１％ １１．９％ ４３．２％
２０００万円超
２５００万円以下
３８．４％ ７．８％ ５３．８％
２５００万円超
３０００万円以下
３１．６％ ８．１％ ６０．４％
３０００万円超
５０００万円以下
１８．９％ ６．６％ ７４．５％
５０００万円超
１億円以下
１３．１％ ５．５％ ８１．３％
１億超
２億円以下
１１．２％ ６．４％ ８２．３％
２億円超 ７．３％ ４．１％ ８８．５％
全体 ２６．４％ ７．４％ ６６．２％
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事業者ほど完全な転嫁がしにくいということである。つまり，転嫁の問
題は，法の予定している事業者の円滑かつ適正な転嫁
（３７）
とはならず，市場
における事業者の経済的力関係（価格支配力）によって生じている問題で
あるともいえる。
（３）帳簿記載の問題（仕入税額控除が否認された判例）
Ⅱ．の１．の（２）で述べたように，現行の帳簿方式下で仕入税額控
除を受けるための要件は，法定記載内容を帳簿に記録し，かつ，その帳
簿及び請求書等の保存である。一方，実務上は，帳簿の限られた記載箇
所を考え，請求書等で内容を判別しうるものは，可能な限り簡略に記載
を行っている。しかし，この簡便的記載が原因で，事業者において仕入
税額控除が否認され，課税庁側と争うケースが生じている。
以下では，帳簿への記載内容をめぐって争われた訴訟の判例を取り上
げ，その問題点について述べる。判決文の概要は以下のとおりである。
（高松地裁 平成１０年９月２８日判決）
法３０条８項１号に掲げる帳簿への記載の程度としては，事業者の仕入
取引につき課税仕入取引であるかどうかが帳簿の記載自体から明らか
で，これにより控除対象仕入税額を算定できる程度の記載が必要である
と解される。
また，控除対象仕入税額の算定が事業者の自己記帳による帳簿によっ
て行われる場合は，課税仕入れの相手方から交付される請求書等による
場合と比べて，信頼性，正確性の点についての疑念が生じやすいところ
である。
そこで消費税法は，事業者に課税仕入れに係る取引の内容のみならず
その相手方の氏名又は名称を帳簿に記載させることにより，課税仕入れ
の相手方及びその内容を特定させて，仕入税額控除の信頼性，正確性を
担保しようとしたものであると解される。
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この判決は，帳簿への記載の程度によって，仕入税額控除が否認され
たケースである。そして，判決理由のうち，仕入税額控除の信頼性・正
確性を担保するための帳簿と請求書等との位置づけに着目すると，その
問題点がより鮮明になる。すなわち，判決では，自己記帳の帳簿では，
他者作成の請求書等と比べて，信頼性・正確性に疑念が生じやすいた
め，帳簿に相手方を特定させるべく記載を要求している，としている。
つまり，信頼性・正確性の点では，帳簿よりも他者が作成した請求書
等の方が優れている，ということである。これでは，一方で，帳簿を用
いた消費税の計算を認めながら，他方でその帳簿では疑念が生じやす
い，という一種矛盾した論理となる。ここでは，この問題点を紹介する
にとどめ，詳細は，Ⅲ．の３．の（２）において，インボイスの問題と
絡めて考察する。
Ⅲ．インボイス方式導入の必要性の検討
ここでは，Ⅰ．からⅡ．までを受けて，わが国におけるインボイス方
式導入のあり方について検討を行う。具体的には，インボイス方式の導
入につき，その導入の是非やあり方についての方向づけを行う。
そこで，議論の判断材料として，益税問題に対する消費者の信頼性の
確保，事務負担，転嫁の問題，インボイス方式導入に伴うデメリットの
克服の見地から検討を行う。最後に，わが国におけるインボイス方式導
入の是非及びあり方につき，まとめ及び検討を行い，本稿を締め括る。
１．益税問題に対する消費者の信頼性の確保
（１）免税点制度を起因として生じる益税
Ⅱ．の２．の（１）において，現行消費税法の問題点につき，益税が
生じる原因に免税点制度と簡易課税制度があることを述べた。そのう
ち，ここでは免税点制度を起因として生じる益税につき，さらに話を展
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開して，インボイス方式導入の必要性について論じていく。
免税点制度を起因として生じる益税には，免税事業者自身の過大転嫁
による益税と免税事業者からの仕入により生じる益税とがあった。
まず，免税事業者自身の過大転嫁による益税についてみておこう。こ
の益税を解消するには，インボイス方式を導入すればよい，と考える。
なぜならば，免税事業者は原則的にインボイスを発行できないため，そ
の免税事業者と取引を行う者は自身の仕入税額控除ができなくなり，イ
ンボイスを発行できない免税事業者との取引を避けようとする誘引が働
く。そこで，免税事業者は，取引からの排除を避け，課税事業者と同一
の販売条件を維持するには，販売価格を下げるか又はインボイスを発行
できる課税事業者となることを選択するようになる。インボイス方式を
採用する場合には，このような過程を通じて，おのずと益税の問題は解
消される。
次に，免税事業者からの仕入により生じる益税の解消手段もインボイ
スである，と考える。なぜならば，インボイス方式では，免税事業者は
インボイスを発行できないか又は発行した場合は，そのインボイスに記
載した税額につき納税義務を負う。そのため，売主の売上に係る税額と
買主の仕入税額控除額が一致し，一連の税額の転嫁が保たれ，益税が生
じない仕組みとなるからである。
（２）簡易課税制度を起因として生じる益税
簡易課税制度における益税は，これはⅡ．の２．の（１）ロで述べた
ように，みなし仕入率が実際の仕入率よりも大きい場合に生じる。つま
り，直接の原因は，みなし仕入率が高すぎることにある。簡易課税制度
を維持した上で益税を解決するには，みなし仕入率をより実態に合うよ
うに，業種ごとに詳細にみなし仕入率を設定することが考えられる。
簡易課税制度については，制度の創設から２度にわたる適用上限の縮
減により，その適用者数は徐々に減少
（３８）
してきている。ただし，減少して
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はいるものの，平成１８年の税制調査会の資料から，簡易課税制度適用者
は平成１７年度において個人事業者９９万件（課税事業者全体１５８万件），法人
６５万件（課税事業者全体２１６万件）で合計して１６４万件（課税事業者全体３７５万
件）とのデータが公表されており，個人事業者においては全体の約
６３％，法人においては全体の約３０％，個人税業者と法人を合わせた全体
では約４４％もの事業者が同制度を選択適用している
（３９）
。さらに，簡易課税
制度については，平成１４年度の税制調査会の実態調査で，明らかに納税
額の損得を計算した上で同制度を選択している様子が推察されている
（４０）
（図表７，８参照）。これらの事業者全てに益税が生じているとは言い難
いが，この状況は無視できないものといえよう。
簡易課税制度における益税の解消には，みなし仕入率を実態に合うよ
うに改定するか，制度そのものの適用上限の引下げもしくは廃止以外に
ないのである。みなし仕入率の改定は，上述したように，たとえ実態に
合うように改定できたとしても，今度は制度そのものが複雑化し，本来
の簡易課税制度の意味を失うことになる。
また，益税を縮減するために，みなし仕入率を細分化しても，例えば
小売業であっても取り扱う商品によって実際の利益率は事業者ごとに異
なるのであるから，結局，実態に合わせようとするのは不可能である。
そのため，簡易課税制度における益税を縮減させるためには，適用上限
の縮減もしくは制度の廃止によって対応すべきである。
そして，簡易課税制度の適用上限の縮減もしくは廃止に伴って本則課
税を行う事業者が増加した際には，筆者はインボイス方式が有用と考え
る。すなわち，簡易課税制度が仕入に係る税額を簡便的に算出する方法
であるならば，本則課税において仕入に係る税額を簡便的に算出する方
法がインボイス方式だからである。本則課税では，仕入に係る課税・非
課税の判断を正しく行わなければ納付税額の正しい計算ができない。ま
してや，簡易課税制度から本則課税制度に移行したばかりの事業者に
とって，その判断は，さらに困難を極める。
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図表７
卸売業 小売業 建設業
農 林
水産業
鉱業 製造業 飲食業
サービ
ス 業
運輸・
通信業
不 動
産 業
本則適用者 ８９．４％ ８５．６％ ７５．７％ ８６．１％ ８０．７％ ７３．８％ ６８．６％ ８５．２％ ７４．５％ ９３．６％
簡易適用者
８１．７％ ７５．４％ ６１．８％ ５９．２％ ５４．３％ ５７．１％ ５６．８％ ３９．９％ ３６．０％ ４４．３％
サンプル対象者数 ４２０者 ５７４者 ７２４者 １００者 １０者 ７２３者 ２２７者 １，２９１者 １２１者 ２４８者 ４，４３８者
簡易事業区分
第１種 第２種 第３種 第４種 第５種
みなし仕入率 ９０％ ８０％ ７０％ ６０％ ５０％
図表８
（備考）１．本則課税適用者の課税仕入率は，国税庁の申告事績（売上２億円以下の事
績）に基づくものである。
２．簡易課税適用者の課税仕入率は，全国１２の国税局（沖縄国税事務所を含
む。）から抽出した売上２億円以下の簡易課税適用者４，４３８者について，決算書
等を基に消費税の課税仕入率を推計した。
３．簡易課税の事業区分は次のとおり。
第１種は「卸売業」，第２種は「小売業」，第３種は「製造業等」，第４種は「第
１種から第３種及び第５種以外」，第５種は「サービス業等」をいう。
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インボイス方式であれば，仕入に係る税額の計算は，インボイスに記
載された税額を集計するのみであり，課税・非課税の判断が不要とな
る。また，インボイスを集計すれば仕入に係る税額を算出できるので，
事務負担が過重にかかることはない。
以上，簡易課税制度を起因として生じる益税の解消には，適用上限の
引下げもしくは廃止を行い，その際に簡易課税制度から本則課税制度に
移行した事業者にとってインボイス方式の導入が必要である，と考え
る。
（３）インボイス方式導入の必要性
益税をなくすために，免税点制度及び簡易課税制度の全廃を行うこと
が可能であろうか。理想的には，これらの制度の全廃を行えば，益税は
消滅する。しかし，そのために多額の徴税コストが必要となる。
インボイス方式であれば，免税事業者は取引排除される可能性がある
ため，自ら課税事業者を選択するようになり，益税の問題が解消され，
（備考）平成１２年度分サンプル調査による。
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免税点制度廃止云々の議論が不要となる。
さらに，簡易課税制度については，税制調査会が，「基本的にはすべ
ての事業者に対して本則の計算方法による対応を求めるべきである。ま
た，中小事業者の多くが納税額の損得を計算した上で適用している実態
が認められる。こうしたことから，免税点制度の改正に伴い新たに課税
事業者となる者の事務負担に配慮しつつ，簡易課税制度を原則廃止する
ことが適当である
（４１）
」との方針を打ち出している。結局，現在も廃止には
至っていないが，この後，適用上限額を基準期間における課税売上高が
２億円以下から５千万円以下へと大幅に引下げた。税制調査会も今後
は，さらなる適用上限の引下げもしくは制度の廃止の方向で議論がされ
るものと考えられる。このようにして，簡易課税制度が縮減もしくは廃
止の方向に進めば，益税は減らすことができる。
また，簡易課税制度の適用から外れ，本則課税が適用になった事業者
にとっては，インボイス方式であれば，益税以外にも事務負担及び執行
コストの問題が同時に解消される。というのは，仕入に係る税額の計算
をインボイスの積算で行うことができ，課税・非課税の判断が不要とな
るため，事務負担の軽減に資することができるからである。
さらに，執行コストの問題については，現行の帳簿方式では，帳簿及
び請求書等の保存が要求されており，税務調査の際には両者が保存され
ているか否か，また両者が符合するか否か，その記載要件が適正か否か
など複数の項目にわたり調査する必要がある。一方，インボイス方式で
は，インボイスの所在と，その集計が正しくされているか否か，を調査
すれば仕入に係る税額の検証が可能となるので，執行コストを比較的低
く抑えることができると考えられる。また，インボイス方式では，イン
ボイスを用いた取引を行う事業者間において相互牽制作用が働くので不
正が行われにくくなる，と考えられる。
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２．納税義務者の事務負担
（１）事務負担の増大と減少
思うに，現行の帳簿方式は，実務には逆行しており，事務負担は重い
ものである。例えば，帳簿への記入の際，限られた記載スペース等を考
えれば，通常簡素に記帳を行いたいが，現行法で要求される帳簿への記
載要件
（４２）
は，多岐にわたる詳細なものであり，かつ，請求書等への記載事
項と重複しているものが多い。したがって，事務負担は重いといえる。
インボイス方式であれば，仕入税額控除の要件はインボイスの保存で
あるから，帳簿方式に比して，その事務負担は軽い。なぜならば，イン
ボイスを保存すれば仕入税額控除が認められるため，帳簿への記載内容
は限定的・補完的な記載で十分となる。この意味で，現行の帳簿方式よ
りもインボイス方式の方が，事務負担を抑えることができる。
また，インボイスを取引の都度発行するという問題に関し，継続的な
取引先については，現行で使用されている請求書等をインボイスとして
用い，請求書の様式に従って一定期間の取引をまとめて記載するように
すれば解決できる。インボイスは，インボイス独自の様式を新たに作成
するよりも，現行で流通している請求書等に納税者番号又は登録番号を
追加記載することでインボイスとして使用できるようにすれば，追加的
な事務負担はかからず，これがインボイスそのものの役割を果たすもの
と考えられる。
また，消費税率が引上げられ，複数税率が導入された場合，帳簿方式
では，適用税率ごとに区分してグルーピングを行い，そのグループごと
に税額を計算し，かつ集計することが求められる。単純に言えば，異な
る税率区分の存在する分だけ比例的に事務負担が増えていくと考えられ
る。さらに，買主の課税・非課税の判断という極めてデリケートで，か
つ，困難な事務負担も必要となる。
一方で，インボイス方式の場合には，発行されたインボイスに税率及
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び税額が記載されており，その税額の集計のみで仕入に係る税額を計算
することが可能となり，買主の課税・非課税の判断が不要となる。した
がって，事務負担が帳簿方式に比して軽いことは明らかである。
（２）仕入税額控除の否認例（判例）の検討
Ⅱ．の２．の（３）で述べたように，事業者が実務上行っている簡便
的記載が原因で，事業者において仕入税額控除が否認され，また，これ
をめぐって納税者と課税庁側の争いが生じている。
Ⅱ．の２．の（３）で挙げた高松地裁の判決は，仕入税額控除の信頼
性，正確性の担保を重要視した妥当な判断といえる。ただし，問題とな
るのは，判決理由のうち，他者が作成する請求書等の客観的証拠力に比
べて事業者自身が作成する帳簿は，信頼性・正確性の点で疑念が生じや
すい，と判示している点である。
前述のように，仕入税額控除を受けるための要件である帳簿及び請求
書等への法定記載事項は，そのほとんどが重複した項目となっている。
上記の判決理由に照らして考えれば，仕入税額控除の信頼性・正確性を
担保するには，他者が作成した請求書等が優先され，帳簿は請求書等を
補完するものとして位置づけられている，と考えられる。
この考え方に則るならば，現行の帳簿方式下において，既に請求書等
で課税仕入れを行ったことが明らかな上，さらに帳簿等へ重複する事項
の記載を要求することは，事業者に過重な事務負担を課しているといえ
る。むしろ，信頼性・正確性を担保し，事務負担を軽減し，仕入税額控
除の要件を明確にするにはインボイス方式の導入が望ましい，と考え
る。なぜならば，法３０条８項の帳簿への記載事項及び同条９項の請求書
等の記載事項の内容は，インボイスの記載事項とほとんど変わらない。
そのため，インボイス方式であれば，インボイスを保存すればよく，帳
簿への厳格な記載が要求されないため，事務負担の観点からは，より負
担が軽減すると考えられるからである。
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さらに，帳簿の記載要件を厳格なままにしておけば，どの程度帳簿に
詳細に記入すれば仕入税額控除が認められるかが不明確であり，課税庁
の解釈によって仕入税額控除の可否の判断がなされ，法的に不安定な状
態に事業者が置かれることとなる。
本判例では，「相手方を特定できる程度の記載が必要」との判断基準
を示しているが，実務においては事務効率の観点から，請求書等で取引
の内容が確認できれば，適宜省略して記載するのが通例である。した
がって，請求書等により取引の真実性が検証できるのであれば，帳簿へ
の記載は，あくまで請求書等の補完としての位置づけと捉え，請求書等
の不備を帳簿でもって補う程度の記載でよい，と考える。
また，信頼性・正確性を高めるために，帳簿方式についていかに形式
的な厳格性を要求しても，いたずらに事業者にとって事務負担を増加さ
せ，仕入税額控除の形式的要件の問題がさらに膨らむだけで，仕入税額
控除の要件の根本的な解決には至らない。それならば，判例がいうよう
に，自己の記帳に基づく帳簿よりも他者が作成した客観性の高いインボ
イスにしたがって仕入税額控除を認めた方が，信頼性・正確性の点で
は，よりその趣旨に適うことができる。
以上の点から，信頼性・正確性を担保し，仕入税額控除の要件を明確
にし，さらに事務負担の問題を考慮すれば，インボイス方式の導入が望
ましい，と考える。
３．転嫁の問題
（１）転嫁の容易性及び明確性
消費税の転嫁を容易にするには，インボイス方式の導入が不可欠であ
る，と考える。帳簿方式では，売主の消費税と買主の消費税の関連性が
薄いため，インボイス方式に比して転嫁の点では明らかに不明瞭といえ
る。したがって，消費税分を転嫁するには，殊更に消費税を意識した転
嫁が要求される。消費税が導入されて間もない頃ならともかく，先に挙
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げたアンケート（図表６を参照）に表われているように，消費税の導入か
ら１０年余りが経過しても，なお消費税の完全転嫁ができないという状況
が見て取れる。
これは，価格支配力の問題でもあるが，帳簿方式による転嫁の曖昧さ
が転嫁の容易性を阻害する一要因となっているとも考えられる。つま
り，帳簿方式では，転嫁を意識せずとも，また実際に転嫁した消費税額
とは関係なく税額が計算される点に問題が潜んでいるのである。
これに対し，インボイス方式では，インボイスを介し，相互の取引に
おける税額は，インボイスに記載された税額ただ一つであって，それが
一方では売上に係る税額となり，他方では仕入に係る税額となる。さら
に，インボイスを通じて，一方の税額の減少は他方の税額の増大となる
相反する関係が保たれることとなり，この性質が相互牽制作用という効
果的な機能を生じさせる。
この相互牽制作用は，正しい申告納税に資することも当然であるが，
この作用により，転嫁の容易性をも実現できることとなる。というの
は，ある特定の事業者の消費税の支払いという面に着目すれば，それは
仕入先に支払う分と税務署に支払う分に分けられる。「いいかえれば，
仕入先の業者は，消費税徴収の一端を担っている。インボイスは，その
徴収を円滑に行わせるための手段
（４３）
」である。つまり，売主は，買主の消
費税分の正確な支払いと引換えにその消費税分が明示されたインボイス
を引渡すという対等な関係にあるため，インボイスを通じた消費税の転
嫁が比較的容易に実現できる，と考えられる。
次に，転嫁の明確性という点から考えると，現行の帳簿方式よりもイ
ンボイス方式の方が優れている。なぜならば，現行の帳簿方式は，前述
のとおり，売主の売上に係る税額とは独立して，買主が自らの仕入に係
る税額を計算する方式だからである。つまり，売主の売上に係る税額の
計算と，買主の仕入に係る税額の計算は独立的に行われ，その両者の税
額の関係もまた独立的である。言いかえれば税額の連鎖が途切れている
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状態であり，売主の税額の転嫁もまた買主の税額とは切り離されてお
り，その転嫁は不明確である，といえる。
これに対し，インボイス方式では，インボイスを通じて税額の連鎖が
保たれ，「売手が自分の納める税額を明示することによって，税の転嫁
を確実にする機能を有している
（４４）
。」インボイス方式では，相互牽制作用
が働き，税の転嫁が容易になり，かつ確実性が増すといえる。
４．インボイス方式導入に伴うデメリットの克服
（１）事務負担の増大
一般的にインボイス方式は，インボイスの発行に伴う追加的事務負担
がかかる，と言われる。しかし，現在わが国で流通している請求書等を
インボイスとして使用すれば，追加的事務負担は，それほどかからな
い。かつ，継続的取引先については，請求書等の様式に従い，一定期間
をまとめて記載するようにすれば事務負担を減らすことができる。EU
諸国においてもインボイスの様式は統一されておらず，わが国にインボ
イス方式を導入する際には，わが国独自のインボイス方式として，現行
の商取引において流通している請求書等を流用すれば，それほど追加的
事務負担は生じないのである。
（２）課税強化について
インボイス方式を採用すると，課税庁がインボイスをクロスチェック
することにより，取引の正しい実態把握が可能となり，それが課税強化
に繋がることが一般的にデメリットとして挙げられている。
しかし，この課税強化の点をインボイスのデメリットとするのはナン
センスであると考える。むしろ，課税適正化と呼ぶべきであろう。で
は，なぜ，インボイス方式は課税適正化に資するのか。それは，インボ
イスの持つ相互牽制作用により，互いにチェックし合う体制ができ，そ
のチェック後のインボイス記載の金額は正しいものと推定できる。消費
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税につき，売上については発行したインボイスの控えを調べ，また仕入
については保存してあるインボイスを調べれば，正しい売上と仕入を把
握でき，反面調査（調査対象の相手方との整合性を相手方の資料を用いて調査す
ること）は不要となり，執行手続が簡素化できる。さらに，インボイス
で正しい売上と仕入が把握できれば，それが直接税たる法人税や所得税
の調査の資料として使用でき，消費税と直接税の両者の課税適正化に資
することとなる。
ただし，インボイスを使用したクロスチェックには膨大なコストと手
間がかかり，すべての名寄せは不可能である。それならば，例えば，資
料せん
（４５）
に取引の相手方の納税者番号やインボイス番号を記入させるだけ
でも，事業者にとって，脱税への大きな牽制効果となろう。
本来，インボイス方式は，事業者間でインボイスを通じた相互牽制作
用を働かせ，適正な申告納税を促す効果がある。インボイス方式におい
ても，取引の完全把握は不可能である。しかしながら，税制に適正な申
告への誘引があるかどうかは大きな違いであろう。したがって，消費税
のシステムとして，より適正な申告に導くインボイス方式の導入が必要
である，と考える。
（３）取引排除性の克服
インボイス方式の導入に伴い，免税事業者の取引排除性の問題は割り
切るしかない，とする見解が大多数であるが，果たしてそうであろう
か。それを解決する手段は，ないのであろうか。
もちろん，インボイス方式下で取引排除を嫌う免税事業者は，自ら課
税事業者を選択することとなるだろう。ただし，すべての免税事業者が
そのような行動をとるとは考えられない。Ⅱ．の２．の（１）で述べた
ように，免税事業者が存在することで二通りの益税が生じるから，これ
らの者にも課税事業者を選択させたい。しかし，免税事業者から課税事
業者に変わると，急激な事務負担の増加及び課税庁サイドの執行コスト
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の増加は避けられない。
これらの状況を考えれば，免税点制度を廃止して全事業者を課税事業
者とし，これらの課税事業者には原則的に簡易課税制度を適用させるよ
うにすればよい。なぜならば，簡易課税制度であれば，売上が判明すれ
ば納税額を簡単に計算でき，また課税庁側も売上のみを調査すれば消費
税計算が適正か否かを瞬時に検証できるので，執行コストの問題も比較
的解消できる，と考えるからである。
簡易課税制度は，消費税の導入時の経過的な措置であり，税制調査会
も，原則廃止の方向で検討しているのであるから，限定的に小規模な事
業者のみに認められるべき制度である。簡易課税制度は，事務処理を軽
減するための措置であって，決して税額を減免する措置ではないのであ
る。
具体的には，免税点制度を廃止し，簡易課税制度の適用上限を基準期
間における課税売上高が１千万円以下に引下げ，また，みなし仕入率
は，制度の簡素化の点を考慮して，５段階から３段階程度に縮小し，み
なし仕入率自体は引上げてもよい，と考える。これにより，益税が若干
増えることになるが，同制度の適用者が年間１千万円以下の事業者とい
うことであれば，事業規模はかなり小さく，利益率もそれほど高くない
と考えられるため，みなし仕入率自体を引き上げても，益税の額の増加
は限定的なものであろう，と考えられるからである
（４６）
。
益税を縮小させるだけなら，免税点制度の廃止と簡易課税制度の縮減
を図ればよい。しかし，仮にインボイス方式を導入せずに免税事業者制
度の廃止及び簡易課税制度の縮減を行うと，今まで免税事業者または簡
易課税制度の適用を受けていた事業者が本則計算の適用事業者に移行す
る。現行の帳簿方式下において，免税点制度や簡易課税制度は，小規模
零細事業者の事務負担軽減に配慮した制度であるから，これでは，この
趣旨が損なわれることになる。本則計算では，帳簿方式よりもインボイ
ス方式の方が，仕入に係る税額の計算方法及び課税・非課税の判断が不
消費税制度におけるインボイス方式導入の提言
１５７
要となる点から簡素に計算できるため，この趣旨に適うことができる。
また，現行の帳簿方式では，税率引上げ時の複数税率への対応がしに
くく，転嫁の明確さが図られず，透明性の高い税制とならない。した
がって，これらの措置はインボイス方式導入と同時に行うべきである。
ただし，現行の簡易課税制度の適用上限である基準期間の課税売上高が
５千万円から１千万円の間の事業者は，簡易課税制度から本則課税制度
に移行し，この間に位置する事業者は，事務負担の増大と執行コストの
増加の問題は避けられなくなる。
しかし，事務負担の問題については，消費税制度を導入してからすで
に２０年あまりが経過しており，上記の範囲に属する事業者は２０年あまり
の間，簡易課税制度の適用を受けていたと考えられる。簡易課税制度の
適用に当たり，本則課税との納税額の損得を計算して選択しているケー
スが多いことは前述のとおりである。それならば，本則課税の計算が可
能な状況にある，と判断しても差し支えないであろうし，また，インボ
イス方式を導入すれば事務負担が簡素化されることからも対応が可能で
ある，と考える。
執行コストの増加の問題については，ここまで消費税制度を改革して
同制度に対する消費者の信頼が得られれば，いずれ現実味を帯びてくる
将来の税率の引上げに対する消費者への説得力も増し，執行コストの増
加分は税率の引上げで十分賄いうるものと考えられる。もとより，消費
税制度を現行のまま放置しておき，消費税制度に対する消費者の不信感
を内包しながら税率を引上げるならば，その不信感はさらに増幅される
のは明らかである。
消費税制度が施行されてから２０年あまりが経過し，この税制も国民の
間に浸透してきた。将来において，消費税の果たす役割は今以上にさら
に大きくなるに違いない。この税制が真に国民に信頼され，さらに発展
してゆくためには，早急にインボイス方式を導入し，消費税創設時にお
いて，事業者に対して妥協の産物として導入された消費者に疑念を持た
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れるような構造的欠陥を今のうちに是正しておくことが必要であろう。
Ⅳ．結論
本稿では，わが国におけるインボイス方式の導入及びそのあり方につ
いて検討を行い，次の結論を得た。
消費税制度においては，消費者は直接の納税義務者ではないが，最終
負担者であり，かつ，その負担が予定されていることから，消費者から
の消費税制度に対する信頼性が重要である。したがって，同制度に対し
て疑念が持たれるような益税の問題は極力縮小するよう努力すべきであ
る。益税は，導入後の改正により減少に転じているが，今後税率の引き
上げに伴って再び増加に転じる可能性が高い。
それならば，これらの益税の発生原因である免税点制度及び簡易課税
制度を廃止すればよい，という理屈になる。しかし，すべてを廃止する
と，小規模零細事業者にとって事務負担の増大をもたらし，課税庁サイ
ドにとっては，税務執行コストの増大を招くことになる。
そこで，これらの欠点を解消し，かつ，益税を縮小させるために必要
なのがインボイス方式の導入である。インボイス方式を導入すれば，免
税点制度を要因とする益税が縮小でき，かつ，簡易課税制度から本則課
税に移行する事業者にとって，納税事務負担の減少に資することができ
る。また，既に本則課税を適用している事業者にとっても，課税・非課
税取引の判断というデリケート，かつ困難な問題から解放され，同時
に，仕入税額控除の否認の問題も解消され，かえって納税事務負担を減
少させることができる。さらに，インボイスを通じた税額の転嫁が容易
になり，確実性が増すといった様々なメリットが考えられる。
一方で，インボイス方式を導入することによるデメリットとして，事
務負担の増大及び免税事業者の取引からの排除の問題が指摘されてい
る。事務負担の問題は，現行で流通している請求書等に納税者番号又は
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登録番号を記載し，一定期間をまとめて発行できるようにすれば事務負
担が軽減できる。次に，取引排除の問題は，インボイス方式を導入する
と課税事業者を選択する誘引が働くから問題なし，と言いたいところで
あるが，すべての免税事業者が課税事業者を選択する，とは限らない。
そこで，免税点制度を廃止し，全ての事業者を課税事業者とすること
でこの問題に対応させ，さらに現行の免税事業者について原則として簡
易課税制度を適用させれば解消できる，と考えた。まず，全事業者を課
税事業者とすることで益税の問題を解消できる。次に，現行の免税事業
者については原則的に簡易課税制度を適用させることにより，事務負担
及び課税庁の税務執行コストを減らすことができる，と考えた。
ただし，現行の簡易課税制度適用者である基準期間の課税売上高が１
千万円から５千万円の間に位置する事業者については，簡易課税制度か
ら本則課税への移行に伴って，事務負担の増大と執行コストの増加の問
題は避けられない。しかし，消費税が施行されてから２０年あまりが経過
していることから，消費税制度は相当に浸透してきているといえる。さ
らに，簡易課税制度については，本則課税との損得を計算して選択して
いるケースが多い旨，税制調査会からも指摘されている。この状況を考
慮すれば，本則課税にも耐えうるだけの事務能力があると考えられ，イ
ンボイス方式であれば，本則計算であっても，その計算方法及び課税・
非課税の判定が不要となることから，それほど事務負担が増大すること
はない。執行コストの問題については，将来的な税率の引上げにより得
られる税収で十分賄いうると考えられる。もとより，現行消費税制度の
問題点を放置したままで税率を引き上げるならば，益税の問題点が大き
く表面化して，制度への不信感が増すばかりとなる。
また，これまで述べてきたように，インボイス方式は消費税制度の信
頼性を高めるためには不可欠であり，ひいては，これが税制全体への信
頼性への起爆剤となろう。なぜならば，インボイス方式は消費税におい
て転嫁を明らかにし，法人課税や所得課税に対して課税適正化への道筋
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を示すことから，税制全体の信頼性に応えうるものだからである。
ところで，給与所得者は現行の所得税法によってクロヨンと呼ばれる
問題
（４７）
に引き合いに出されるように，その所得の捕捉率は，かなり高い。
これに対して事業所得者や法人は，必要経費ないしは損金に算入する額
を，ある程度自由に決定しうる。そのため，所得を低めに操作すること
は可能である。したがって，消費税の計算においても仕入に係る税額を
操作しうるのであるから，その結果として納付税額も操作が可能とな
る。本来，間接税たる消費税は直接税たる所得税や法人税に比し，税率
が５％という水平的公平性の性質上，クロヨン問題の解消に役立つ効果
が期待される税制の筈である。ところが，現状は，このような捕捉率の
点で不公平となっている上に，消費税制度においては，消費者サイドの
信頼性よりも，その導入当初から導入をし易くするために，事業者サイ
ドを重視し，導入当初から益税を有する大幅な免税点制度や簡易課税制
度による優遇措置を施してきたのである。
このような状況を放置したままで，消費税の税率引き上げの議論をし
たとしても，消費者の理解を得られないのは明白である。消費税制度が
導入されてから２０年余りが経過し，税率引き上げの議論も現実にされ始
めている。現在の消費税制度の問題点を解消し，同制度の信頼性を高め
るためには，インボイス方式を導入するとともに，消費税創設時に政治
的配慮により導入され，残されたままの免税点制度の廃止及び簡易課税
制度の縮減を図るべきである。
【注】
（１） 新英和大辞典（第５版）１１１２頁（研究社，平成１０年）。
（２） たとえば英国では VAT INVOICE（付加価値税請求書）とよんでいる（湖東
京至「消費税における仕入税額控除否認の法理と日本型インボイス方式導
入の問題点」法政研究１巻１号３３頁）。
（３） 西山 由美「消費税の中長期的論点－EU付加価値税からの示唆－」東海法
学３９号１１６頁。
（４） 財務省 HP『消費税など（消費課税）に関する資料』「消費税の仕入税額控
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除に関する資料」より http : //www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/siryou/401.htm 平
成２０年６月２６日にアクセス。
（５） 課税事業者とは，消費税の納税義務がある事業をいい，免税事業者とは，
消費税の納税義務を免除されている事業者をいう。
（６） インボイスの保存についても仕入税額控除の要件とされている。
（７） 例えば，フランス租税一般法典（CODE GÉNÉRAL DES IMPÔTS，以下 CGI
と略す）２８９条－Ⅱ項１°号には税抜取引金額，当該取引に係る税額を記載し
なければならない旨規定されている（湖東 京至「翻訳フランス付加価値税
法」関東学院法学１１巻２４４頁）。一方で，登録番号についても，CGI２８６条 ter
で仕入税額控除の権利を有する資産の譲渡又は役務の提供を行う全ての事業
者は，付加価値税登録番号をもたなければならない旨規定されている（湖東
京至「同上論文」２４０頁）。
（８） 例えば，CGI２７１条－Ⅱ項１号において，取引が控除の権利を得ていること
を条件として，「売主が請求書に税額を記載することを法的に許可されてお
り，当該請求書に税額の記載があるとき」は，事業者は仕入に係る税額を控
除することができる旨規定されている（湖東 京至「同上論文（注７）」２１５
頁）。
（９） 藤本 哲也「消費税制度の将来課題－複数税率とインボイス制度の導入に
ついて－」中央ロー・ジャーナル３巻４号１６頁。
（１０） 各段階の事業者の消費税額は，売上×税率－仕入×税率で計算されるが，
これを書きかえると，（売上－仕入）×税率＝付加価値×税率となり，つまり
各段階の付加価値に課税することになる。「付加価値税」という名前は，これ
に由来する（野口 悠紀雄『超税金学講座 知っているようで知らない消費
税』８０頁（新潮社，平成１８年）。
（１１） インボイスにつき，西山由美教授は，「『税額転嫁』と『仕入税額控除』と
いう両輪で稼動する消費課税制度において，１通のインボイスは，その受領者
である課税事業者の仕入税額控除請求権の行使を確保するとともに，その発
行者である課税事業者の税額転嫁と納税の実行を確保する機能を併せ持つ。
この意味でインボイスは，税額転嫁を行って国に対して納税義務を行う事業
者と，国に対して仕入税額控除を請求する事業者との『架け橋』といえる」
（西山 由美「インボイス制度の概要」JTRI税研２２巻４号１６頁）と述べてい
る。
（１２） この点につき，水野忠恒教授は，「インボイス型付加価値税におけるよう
に，インボイスの交付を通じて取引当事者間にくさび（chain）をつくり，そ
れにより相互牽制作用（self−policing）を働かせることが付加価値税では重要
である」（水野 忠恒「消費税の構造」日税研論集３０巻９２頁（日本税務研究セ
ンター，平成７年）と述べている。
（１３） 湖東京至教授は，「つまりこの方式（注：インボイス方式）は不正還付ない
し不正な税額控除を排除し，制度の透明性を確保しようとするものであると
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ともに，インボイスに一種の有価証券（金券）の地位を与える。なるほど高
い税率によっているヨーロッパ諸国の場合，不正控除の問題は深刻であろう」
（湖東 京至「消費税における仕入税額控除否認の法理と日本型インボイス
方式導入の問題点」法政研究１巻１号１５頁）と述べている。
（１４） 藤本 哲也「前掲論文（注９）」２４頁。
（１５） 知念 裕『付加価値税の理論と実際』９頁（税務経理協会，平成７年）。
（１６） 野口 悠紀雄『前掲書（注１０）』８２頁。インセンティブ（incentive）とは，
ある行動を起こさせるような誘因，動機のことをいう（新英和大辞典（注
１），１０６６頁）。
（１７） 例えば，消費者が個人輸入をする場合が想定できる。
（１８） 西山 由美「消費課税における仕入税額控除－ドイツ売上税法における前
段階税額控除を素材として」法学政治学論究２９号１０７頁。
（１９） 金子 宏『租税法（第十二版）』５２６頁（弘文堂，平成１９年）。
（２０） 例えば，法３０条８項においては，帳簿への記載事項として（１）課税仕入
れの相手方の氏名又は名称（２）課税仕入れを行った年月日（３）課税仕入
れに係る資産又は役務の内容（４）課税仕入れに係る支払対価の額の４つの
事項の記載が要求されている。
（２１） 通常は，個人事業者は前々年，法人は前々事業年度における税抜の純売上
高のことをいう（法２条１項１４号，法３８条１項，法９条２項１号）。ただし，
課税期間が１年でない法人については，年換算する必要がある（法９条２項
２号）。また，新規事業者は，事業を開始してから２年間は基準期間がないた
め免税事業者となるが，資本又は出資の金額が１０００万円以上の新設法人は，
設立当初から課税事業者となることとされている（法１２条の２）。なお，個人
事業者については，平成１７年分から１千万円基準が適用された。
（２２） 輸出売上げについては消費税が免除（消費税率０％）され，さらにその輸
出売上げに要した課税仕入について仕入税額控除が認められるため，仕入に
係る税額が売上に係る税額を上回る。したがって輸出業者については，還付
になることが経常的になりやすい。また，課税事業者となることを希望する
場合には，原則としてその規定の適用を受ける課税期間の初日の前日までに
納税地の所轄税務署長に対し，「消費税課税事業者選択届出書」を提出すれ
ば，その提出した日の属する課税期間の翌課税期間から課税事業者となるこ
とができる。
（２３） 簡易課税制度の選択の適用を受けようとする事業者は，原則としてその規
定の適用を受ける課税期間の初日の前日までに納税地の所轄税務署長に対
し，「消費税簡易課税制度選択届出書」を提出すれば，その提出した日の属す
る課税期間の翌課税期間から，仕入に係る税額を簡易課税制度により計算す
ることができる。
（２４） 金子 宏『前掲書（注１９）』５２６頁。
（２５） 事業者が２以上の種類の事業を行っている場合のみなし仕入率は，それぞ
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れの事業ごとの売上税額にそれぞれの事業のみなし仕入率を乗じた金額の加
重平均である。例えば，第二種事業の売上げに係る税額が５０，０００円，第四種
事業の売上げに係る税額が３０，０００円の場合には，みなし仕入率は，次のよう
に計算される。
５０，０００円×８０％＋３０，０００円×６０％
５０，０００円＋３０，０００円 ＝０．７２５（７２．５％）
（２６） 岩下 忠吾『改訂版 総説 消費税法』３８１頁（財経詳報社，平成１８年）。
（２７） 図表１でいえば，消費税導入前の卸売業者の利益は，２万円となる。（売上
７万円－仕入５万円＝２万円）。消費税の導入後に仕入に係る税額を次段階の
小売業者に全く転嫁できないとすると，消費税導入後の利益は，１７，５００円と
なる。（売上７万円－仕入５２，５００円＝１７，５００円）。もし，仕入に係る税額とし
て２，５００円のみを次段階の小売業者に転嫁すれば，利益は２万円となる。（売
上７２，５００円－仕入５２，５００円＝２万円）。したがって，消費税導入前と同額の利
益が確保できる。
（２８） 田中 治『租税法の基本問題』金子 宏編著６９６頁（有斐閣，平成１９年）。
（２９） 金子 宏『前掲書（注１９）』５０８頁。
（３０） 金子 宏『前掲書（注１９）』５１０頁。
（３１） 例えば，売上に係る税額を５０万円，実額による仕入率（仕入／売上）を
７０％，みなし仕入率を８０％とした場合，仕入に係る税額は，次のように計算
される。実額による計算（５０万円×７０％＝３５万円）簡易課税制度による計算
（５０万円×８０％＝４０万円）。したがって，実額による納税額は，以下のように
計算される。（５０万円－３５万円＝１５万円）。一方，簡易課税制度による納税額
は，以下のように計算される。（５０万円－４０万円＝１０万円）。結果的には，５
万円分※については，簡易課税制度を適用した方が納税者にとっては納税額
が少くなるため有利となり，この５万円相当額の益税が生じる。※５０万円×
（８０％－７０％）＝５万円
また，簡易課税制度の益税について，「みなし仕入率より低い仕入れを為し
たということは，それが事業者の一方的な有利であると言えるわけではなく，
その簡易課税業者が，企業努力の結果として，みなし仕入率以下にすること
ができたとも考えられる」（紙 博文「消費税法における研究－益税を中心と
して－」経営情報研究１１巻２号６３頁）との指摘もある。
（３２） 林 宜嗣・宮島 洋編著『消費課税の理論と課題（第６巻二訂版）』９７頁（税
務経理協会，平成１５年）。
（３３） この点につき，野口悠紀雄教授は，「インボイスの使用によって，後段階へ
の転嫁が容易になる。インボイスは，税額と同額の金券のようなものだから
だ」（野口 悠紀雄『前掲書（注１０）』８１頁）と述べている。さらに，取引に
おいて相手方に対し，消費税を支払ってインボイスを発行してもらい，それ
を税務署に見せれば，会社の消費税支払いがそれだけ安くなる。つまり，こ
のインボイスは，消費税相当額の金券と同じ価値がある旨述べている。「ま
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た，消費税は税務署に支払う分と，仕入先に支払う分がある。いいかえれば，
仕入先の業者は消費税徴収の一端を担っており，インボイスはその徴収を円
滑に行わせるための手段である」（野口 悠紀雄『前掲書（注１０）』８２頁）と
説明している。
（３４） 山本 守之『租税法要論（三訂版）』５５９頁（税務経理協会，平成１０年）。
（３５） 中小企業関係４団体（日本商工会議所，全国商工会連合会，全国中小企業
団体中央会，全国商店街振興組合連合会）の協力を得ており，１１，７１７の事業
者を対象にアンケート用紙を配布し，そのうちの７７．３％（９，０６１事業者）を回
収した。事業者の選定は，実際の事業者の割合（免税事業者が約６０％，簡易
課税事業者が約２０％，本則課税事業者が約２０％）になるように，各団体に依
頼した（調査の時期：平成１４年８月上旬～９月上旬）。また，事業者の売上階
級別に，税転嫁（前方転嫁）を部位別，程度別に調査した。
（３６） 大間知 啓輔『消費税の経済学－誰が税を負担するか－』１０８頁（法律文化
社，平成１７年）。
（３７） 税制改革法１１条（消費税の円滑かつ適正な転嫁）１項
「事業者は，消費に広く薄く負担を求めるという消費税の性格にかんがみ，
消費税を円滑かつ適正に転嫁するものとする。その際，事業者は，必要と認
めるときは，取引の相手方である他の事業者又は消費者にその取引に課せら
れる消費税の額が明らかとなる措置を講ずるものとする」。
（３８） 税制調査会 HP http : //www.cao.go.jp/zeicho/siryou/pdf/a 27 kai 4.pdf 「簡易
課税制度の適用状況の推移」より 第２７回総会（平成１４年５月２４日開催）提
出資料 平成２０年９月１７日にアクセス。さらに，（注１８２）の資料を参照した。
これによると，簡易課税適用者の割合は平成元年において１３１万者，平成１０年
において１１６万者，平成１２年において１０６万者，平成１７年において１６４万者と
なっている。なお，平成１５年度の免税点制度の改正（平成１６年４月より施行，
３千万円→１千万円）により，今まで免税事業者であった者が課税事業者と
なり，簡易課税制度を選択したため，平成１７年以後は一時的に適用者が増加
している。
なお，簡易課税制度の税収ベースでは，平成１４年が約８，４５２億円，以下１５年
約８，２２９億円，１６年約７，２５０億円，１７年４，９２５億円，１８年４，８１３億円と減少の一
途を辿っている。（国税庁 HP http : //www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/tokei.
htm 「統計年報」より統計情報 平成２０年９月１７日にアクセス）。
（３９） 税制調査会 HP http : //www.cao.go.jp/zeicho/siryou/pdf/b 47 kai 2.pdf 平成１８
年６月１６日第４７回総会第５６回基礎問題小委員会合同会議提出資料３８頁「簡易
課税制度の適用状況」より 平成２０年９月１７日にアクセス。
（４０） 税制調査会 HP http : //www.cao.go.jp/zeicho/siryou/pdf/kiso 19 a.pdf 「平成
１２年度分課税仕入率の実態調査について」より この調査は，国税庁の申告
事績に基づき，売上２億円以下（注：この時点での簡易課税制度適用上限は
２億円であった）の同制度適用者の中から抽出した者の決算書等を基に消費
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税の課税仕入率を試算している。調査対象者は，本則課税適用者については
全数６６９千者（個人２０９千者，法人４６０千者）であり，簡易課税適用者は全国１２
の国税局からサンプル抽出した４，４３８者（個人１，６７０者，法人２，７６８者）であ
る。課税仕入率の試算方法は，決算書等に基づき売上原価及び給料手当，保
険料等の課税仕入に該当しない額を控除する方法で課税仕入高を把握。課税
非課税が混在する可能性のある費目は，一定の仮定をおいて試算された。
この調査の結果は，結論的には，第１種事業における本則課税適用者に若
干の例外はみられたものの，その他の事業者は，みなし仕入率よりも仕入率
が高い事業者は本則課税を選択し，みなし仕入率よりも仕入率が低い事業者
は簡易課税制度を選択しているという結果が出た。このことから，簡易課税
制度を選択する事業者については，納税額の損得を計算した上で，同制度を
選択している実態が明らかにされた（図表７参照）。また，簡易課税制度適用
事業者を事業区分毎に分け，実際の仕入率とみなし仕入率を比較したのが図
表８である。実際の仕入率よりもみなし仕入率が大きい場合は，仕入に係る
税額が大きくなることから，簡易課税制度を選択することによって，納税額
は少なくなる。図表８を見ると，どの事業区分においても，実際の仕入率が
みなし仕入率未満となっている事業者が圧倒的に多いことが分かる。このこ
とから，やはり，簡易課税制度は，納税額の損得を計算した上で，同制度を
選択している，という実態が見てとれる。
（４１） 税制調査会 HP「平成１５年度における税制改革についての答申」より
http : //www.cao.go.jp/zeicho/tosin/141119 b 2−3.html 平成２０年９月８日にアク
セス。
（４２） 現行の帳簿への法定記載事項としては，消費税法３０条８項１号において，
イ相手方の氏名又は名称，ロ年月日，ハ資産又は役務の内容，ニ支払対価の
額と規定されている。一方，請求書等への法定記載事項としては，同条９項
１号において，イ書類の作成者の氏名又は名称，ロ年月日，ハ資産又は役務
の内容，ニ対価の額，ホ書類の交付を受ける当該事業者の氏名又は名称と規
定されている。したがって，そのほとんどの記載事項が重複しているといえ
る。
（４３） 野口 悠紀雄『前掲書（注１０）』８２頁。
（４４） 藤本 哲也「前掲論文（注９）」１７頁。
（４５） 税務署が情報収集を目的として各企業に任意で提出を求める書類で，一定
期間における一定額以上の売上，仕入，外注，交際費等について取引先の住
所，氏名，取引年月日，取引金額，決済方法，決済先，取引内容などを記入
して税務署に提出する。税務署はこれを国税局のコンピュータに入力してデー
タべース化を行い，税務調査の際にはこれを資料として持参し，調査先の帳
簿との整合性を確認するというものである。
（４６） 益税の規模については，橋本恭之教授が１９９５年の産業連関表等を用い
て，１９９９年度（平成１１年度）ベースの理論上得られる消費税の税収額１４３，７００
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億円から１９９９年度時点の税収決算額（地方消費税分を含む）１２６，１５４億円の差
額である１７，５４６億円（約１．７５兆円）を発生可能性の最大限の益税として算出
している（橋本恭之「消費税の益税とその対策」JTRI税研１０５号４８頁）。
これに対し，筆者は，平成１８年度の国内家計最終消費支出及び家計調査年
報を元に算出を試みた。具体的には，平成１８年度の国内家計最終消費支出額
（税込）は，２，８２９，４１０億円であり，その中から住居，保健医療，その他消費
税法上非課税になると推定される項目を家計調査年報（全世帯）のそれぞれ
の項目に占める割合分の金額を控除して算出した。
その結果，非課税となる支出額は５１４，３４０億円と算出された。したがって，
理論上の消費税額は，次のように計算される。（２，８２９，４１０億円－５１４，３４０億
円）×５／１０５＝１１０，２４１億円。一方で，平成１８年度の消費税（地方消費税を
含む）税収額は，９４，００３億円であった。したがって，益税額は，次のように
算出される。１１０，２４１億円－９４，００３億円＝１６，２３７億円（約１．６兆円）。平成１１年
度から平成１８年度の間には，免税点制度及び簡易課税制度の適用上限の縮減
が図られた（平成１６年４月施行）ため，益税の額は減少していると考えられ
る。しかし，この規模の益税は無視できないものといえる。
（参照：国内家計最終消費支出
http : //www.esri.cao.go.jp/jp/sna/h 18−kaku/18 s 13 n_jp.xls 内閣府 HP 平 成１８
年度国民経済計算確報より 平成２０年１０月３日にアクセス。
家計調査年報 http : //www.stat.go.jp/data/kakei/2006 np/index.htm 統計局 HP
平成１８年家計調査年報より 平成２０年１０月３日にアクセス。
消費税税額
http : //www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/shohi 2006/syouhi.htm
国税庁 HP 統計情報 間接税消費税より 平成２０年１０月３日にアクセス）。
益税の内訳を考えてみると，大半の益税が免税点制度により生じる益税で
はなく，簡易課税制度により生じる益税であると考えられる。なぜならば，
税制調査会の資料によると，免税点が３千万円以下であった平成１２年度当時
で，事業者数のうち免税事業者数の占める割合は６２％（事業者数５９３万者のう
ち３６８万者）であるのに対し，事業者の課税売上高全体のうち免税事業者の課
税売上高の占める割合は，わずかに２．５％（課税売上高１，３４５兆円のうち３４兆
円）であった。また，免税事業者のうち１千万円以下の事業者数は約２３１万者
（免税事業者全体の約６３％）であることを考慮すれば，その割合はさらに小
さくなる。したがって，１千万円以下の事業者につき，みなし仕入率を３区
分程度に縮小した結果，業種によっては益税が増加したとしても，税額全体
に及ぼす影響は少ないものと考えられる。
（４７） クロヨンとは，一般的に所得の捕捉率を言い，給与所得者が９割，自営業
者は６割，農業所得者は４割という意味（それぞれの数字をつなげて読むと
クロヨンとなる）で，税制の不公平感を表現した造語である。
消費税制度におけるインボイス方式導入の提言
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